　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修出張様式４
	　　　　　　　　　　研修報告書
	理事長
	所属長

	　所　　属　　　診療課　職種　薬剤師　　　　　　　　　氏名　黒沢雅広　

	　期　　間　　平成　17年　　2月　　5日　　～　　平成　17年　　2月　　5日

	　出張目的　　POPS東北講演会への参加

	　出 張 先　　三共株式会社　仙台支店　4階会議室

	研修要旨（プログラム毎に）　　　研修に関する考察（プログラム毎に）


『個人情報保護法が薬剤師の仕事を変える』

＜考察＞

　個人情報保護法とは、患者個人の「プライバシー保護：（これは刑法134条に既に守られている）」ではなく「個人を特定すること可能な情報を保護する法律」であると解釈できる。つまり、別紙にもあるように、患者さまの「処方箋、調剤レセプト、薬歴簿、アクシデントレポート、保管期限切れの調剤済み処方箋、調剤録、問診票、保険証の写し、疑義照会情報など」は全てこの法律で保護される事項となる。

この法律が制定される背景となった事は、1980年にあったという（プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関するＯＥＣＤ理事会勧告）。当時より日本の情報というものは、諸外国ではあまり信用のできないものであるという認識があり、それを是正する為（正確にする為）に（きちんとした情報を作るためには、それを保護する法律が必要である為）作られたということのようである。

医療の現場を例に挙げると、患者の病名とカルテ上の病名は必ずしも一致しない場合がある。使用したい薬には適応症があり、これから外れる症状には通常使用できない。しかし、医師はその薬を患者に使用したい場合、レセプト査定を受けないようにするために、仮の病名を付けて使用し請求を行っている。このような状況（カルテ＝公文書に偽の記録を行う行為など）があることから、これらの良くない状況の改善をするための段階的手段の一つにこの法律の制定があるようだ。

＜対応のポイント＞

①社員への理解（教育）

a. 秘密保持の契約を結ぶ（薬歴など自宅への持ち出し禁止、個人情報データ作成禁止）。

b. 責任を明確にする。

c. マニュアルを作成する（取り扱い・事故発生対応）。

②情報収集方法の変更

a. 患者情報利用の目的を明確化⇒ある特定の目的以外では使用できない。曖昧な表現・説明は禁止。

b. 会話内容の漏洩防止の工夫を講じる⇒外来投薬時、他患者様にその内容が聞こえないようにするための工夫を講じる。パーティションを作るなど。

③情報の管理

a. 物理的なシステム強化を行う。（情報の一元管理化とセキュリティーの強化など。）

b. シュレッダー処理を徹底する。（これにより、シュレッダーを作る企業が増えているという）

④情報の正確な記述を行う。

a. 患者の「情報コントロール権」に対応できる内容にする。

開示請求への対応→情報の開示を求められた時には、速やかに対応できる事が必要。偽りや適当に作り上げられた内容ではダメ。

情報の使用→患者から入手した情報は、前もって利用する理由を提示し、その利用理由以外では使用しない。

b. データの最新化を保つ→薬の追加や変更毎に病名などの追記が必要。

c. 患者様の為に情報を活用する→収集した情報が活用されていないとアウト！きちんと患者様へのフィ

ードバックが行われている事が条件。

＜このような状況になった場合、予測される事は？＞

1 薬歴が廃止される可能性がある。

　上記の条件が課せられれば、薬歴は書けなくなってしまう可能性がある。必要性を問われる。（ちなみに欧米では個人情報保護の理由からか、薬歴が存在しない。）

2 金を稼げる薬剤師とそうでない薬剤師がはっきりしてくる。

　このヒントは、オーストラリアにある。オーストラリアでは、信用される薬剤師でなければニーズに応えられない状況になっている。患者様を納得させられる知識が必要。一般の方々でも、相当の知識がある。それ以上の知識がないと使い物になるとは言えない。患者様から気を使って頂いたり、その状況が理解できない（その状況に気がつかない）薬剤師では仕事をする場所が無くなる。

3 社会人、医療人としてのモラルが問われてくる。
　医療人である前に、人間として、きちんと成熟しているか？

4 診療報酬が変わってくる。
　小泉首相の任期はあと2年。この間は選挙が無い。従って、来年の診療報酬改定では、小泉流の大きな動きがでてくる可能性が高い。つまり、大胆な事ができる状況にあるようだ。医師会の反対も、自民党などの政治団体自体が小泉首相に押されぎみである為、大きな圧力がかけられない（解散を恐れているため。解散をすれば、政権が変わる可能性があるため、慎重に対応しなければならない状態）。このような理由から、小泉首相の大胆な改革が実行される可能性があるというのだ。

従って我々薬剤師は、このような政治の動きにも十分に目を向けて、対応していく必要がある。欧米並みの薬局システムも構築が必要となるのだろうか？
別紙に、「ファーマシューティカルケア研究所」で作成した、個人情報に関する知識の問題を載せました。

また、内閣府国民生活局が作成した小冊子がありましたので、参考にされたい。







欧米の薬剤師業務


製剤中心（既製品ではなく、医師のニーズに柔軟に対応できる薬剤師）


在宅を担当できる薬剤師（医師への情報提供とアドバイザー的存在）


薬物治療への参加（治療プロトコールの立案、検討、アドバイザーなど）





★個人情報保護法5大原則★


利用方法による制限（利用目的を本人に明示）


正確性の確保（利用目的の明示と本人の了解を得て取得）


正確性の確保（常に正確な個人情報に保つ）


安全性の確保（流出や盗難、紛失を防止する）


透明性の確保（本人が閲覧可能なこと、本人に開示可能であること、本人の申し出により停止できる事）








